
令和８年第３回定例会会期日程（案） 

１ 会  期 ２５日間 (９月４日～９月２８日) 

２ 議事日程 

  ９月 ４日（金） 開 会 提出議案（報第１６号ないし報第１８号を除く、説明） 

ただし、報第１６号ないし報第１８号（報告、質疑） 

第７０号議案（質疑、討論、表決） 

第７３号議案（質疑、表決） 

５日（土） 

６日（日） 

７日（月） 再 開 提出議案（質疑、委員会付託） 

８日（火） 

９日（水） 民生生活委員会 

１０日（木） 建設水道委員会 

１１日（金） 総務文教委員会 

１２日（土） 

１３日（日） 

１４日（月） 

１５日（火） 

１６日（水） 

１７日（木） 

１８日（金） 

１９日（土） 

２０日（日） 

２１日（月） 

２２日（火） 

２３日（水） 

２４日（木） 再 開 一般質問 

２５日（金） 一般質問 付託議案（委員長報告、質疑、討論、表決） 

協議会 

２６日（土） 

２７日（日） 

２８日（月） 予備日 

休 会 

議案熟読のため休会 

休 会 

-1-



令和８年第３回赤穂市議会定例会提出議案一覧表 

報第１６号  健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

報第１７号  令和７年度公益財団法人赤穂市文化とみどり財団の経営状況の報告について 

報第１８号  令和７年度赤穂駅周辺整備株式会社の経営状況の報告について 

（報第１７号及び報第１８号は別冊） 

認第 １号  令和７年度赤穂市一般会計歳入歳出決算認定について 

認第 ２号  令和７年度赤穂市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

認第 ３号 令和７年度赤穂市職員退職手当管理特別会計歳入歳出決算認定について 

認第 ４号  令和７年度赤穂市墓地公園整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 

認第 ５号  令和７年度赤穂市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

認第 ６号  令和７年度赤穂市後期高齢者医療保険特別会計歳入歳出決算認定について 

認第 ７号  令和７年度赤穂市病院事業会計決算認定について 

認第 ８号  令和７年度赤穂市介護老人保健施設事業会計決算認定について 

認第 ９号  令和７年度赤穂市水道事業会計決算認定について 

認第１０号  令和７年度赤穂市下水道事業会計決算認定について 

（認第１号から認第１０号までは別冊） 

第６６号議案 令和８年度赤穂市一般会計補正予算 

第６７号議案 令和８年度赤穂市国民健康保険事業特別会計補正予算 

第６８号議案 令和８年度赤穂市後期高齢者医療保険特別会計補正予算 

第６９号議案 令和８年度赤穂市介護老人保健施設事業会計補正予算 

（第６６号議案から第６９号議案までは別冊「令和８年９月赤穂市各会計補

正予算」） 

第７０号議案 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定について 

第７１号議案 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第７２号議案 市道路線の認定について 

第７３号議案 赤穂市教育委員会委員の任命について 
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≪令和７年度赤穂市一般会計決算の概要について≫ 

赤穂市の令和７年度一般会計決算は、歳入が 26,273,514 千円で前年度比 4.7％の減、

歳出が 26,159,690千円で前年度比 4.3％の減となった。歳入から歳出を単純に差し引い

た形式収支は 113,824 千円となり、この形式収支から翌年度への繰越財源 39,022 千円

を差し引いた実質収支は 74,802 千円となった。また、単年度収支に財政調整基金への

積立金及び地方債の繰上償還金を加え、財政調整基金の取崩額を差し引いた実質単年度

収支は△401,360千円で、３年連続の赤字となった。なお、大規模改修事業（中学校）

など 14件、事業費 548,939千円について、翌年度へ繰越すこととなった。 

歳入において、定額減税の影響や給与所得の増加により個人市民税が増収となり、市

税が増加したほか、財源対策として財政調整基金を４億５,０００万円取り崩したこと

に伴い繰入金が増加したものの、ごみ処理施設大規模改修工事の完了に伴い市債が大幅

に減少したことなどから、歳入総額は１２億９,９７５万円の減（対前年度比△４.７％）

となった。一方、歳出においては、児童手当の制度拡充の通年実施などに伴う社会保障

関係費の増加や、人事院勧告に準じた給与改定等に伴う人件費の増加があったものの、

投資的経費が大幅に減少したことなどから、歳出総額は１１億６,５８８万円の減（対

前年度比△４．３％）となった。 

財政の弾力性を示す経常収支比率は、歳入において市税等の経常一般財源が増加した

ものの、歳出において人件費や公債費等の経常経費が、経常一般財源を上回って増加し

たことから、前年度比 0.9ポイント増の 79.8％となった。 

市の借金にあたる市債残高は、ごみ処理施設整備事業債の発行額が 1,679,200千円減

となるなど、発行額が償還額を下回り、全体で前年度比 101,268 千円の減（△0.4％）

となった。臨時財政対策債を除く通常債の残高は、733,594 千円の増（＋3.7％）とな

った。また、貯金にあたる基金残高は、財政調整基金において 450,000千円を、赤穂ふ

るさとづくり基金において 383,000千円を取り崩したことなどにより、基金総額（有価

証券及び貸付金を除く）は 516,959千円の減（△11.0％）となった。また、決算におけ

る財政調整基金の取崩しは２年連続となった。 

財政健全化判断比率について、実質公債費比率は、決算年度を含む３ヵ年平均で 8.2%

と前年度から 0.7ポイント改善したが、単年度比較では、元利償還金が増加したことな

どにより、8.5％と前年度から 0.5 ポイント悪化した。また、将来負担比率は、公営企

業債等繰入見込額の減などにより将来負担額は減少したものの、交付税措置を伴う地方

債残高の減や基金残高の減などに伴い、充当可能財源等が将来負担額の減を上回って減

少したことにより、77.0％と前年度から 10.3ポイント悪化した。 
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【決算状況（対前年度比較）】   （単位 円：％） 

項 目 ７年度 ６年度 差 引 増減率 

歳 入 26,273,513,327 27,573,260,530 △1,299,747,203 △4.7

歳 出 26,159,689,753 27,325,570,439 △1,165,880,686 △4.3

歳入歳出差引額 113,823,574 247,690,091 △133,866,517 △54.0

繰  越  額 39,021,500 161,241,347 △122,219,847 △75.8

実 質 収 支 74,802,074 86,448,744 ※ △11,646,670 △13.5

※ 単年度収支

【主な増減要因】 

〈歳入〉 市 税 ＋361,701 千円 市民税（個人）、固定資産税の増 

地方特例交付金 △206,228 千円 地方特例交付金の減

国 庫 支 出 金 △172,611 千円 児童手当負担金の増、物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金の減 

繰 入 金 ＋176,512 千円 財政調整基金繰入金の増 

繰 越 金 △173,085 千円 前年度繰越金の減

市 債 △1,608,593 千円 ごみ処理施設整備事業債、借換債の減、

給食センター整備事業債の増 

〈歳出〉 総 務 費 △105,876 千円 基金積立金の減、高度情報化推進事業の増

衛 生 費 △1,699,945 千円 病院事業会計繰出金、水道事業会計繰出金

の増、ごみ処理施設整備事業の減 

土 木 費 ＋117,373 千円 下水道事業会計繰出金の増、公営住宅環境

整備事業の減 

教 育 費 ＋463,587 千円 学校給食費補助金、文化会館整備事業、新

学校給食センター整備事業の増 

公 債 費 △109,918 千円 市債償還元金の増、借換債償還金の減

【市債及び基金の年度末残高推移】   （単位 千円：%） 

項 目 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

市  債 29,413,822 27,835,577 26,934,937 28,303,215 28,201,947 

増減率 △2.0 △5.4 △3.2 5.1 △0.4

基  金 3,763,648 4,276,909 4,743,705 4,691,412 4,174,453 

増減率 18.5 13.6 10.9 △1.1 △11.0

（注）基金残高は現金に係るものであり、有価証券及び貸付金を除く。 
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Ⅰ　一般会計決算

　　１　決算規模

　歳入：２６２億７，３５１万円（△１２億９，９７５万円、△４．７％）

　歳出：２６１億５，９６９万円（△１１億６，５８８万円、△４．３％）

　　２　決算収支

⑴実質収支 　 　７，４８０万円の黒字

⑵実質単年度収支 　  ４億１３６万円の赤字

　決算収支の状況 （単位：千円、％）

７年度 ６年度 差引 増減率

歳 入 総 額 Ａ 26,273,514 27,573,260 △ 1,299,746 △ 4.7

歳 出 総 額 Ｂ 26,159,690 27,325,570 △ 1,165,880 △ 4.3

113,824 247,690 △ 133,866 △ 54.0

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 39,022 161,241 △ 122,219 △ 75.8

74,802 86,449 △ 11,647 △ 13.5

単 年 度 収 支 Ｆ △ 11,647 △ 249,785 238,138 △ 95.3

財 政 調 整 基 金積 立金 Ｇ 60,287 93,205 △ 32,918 △ 35.3

地 方 債 繰 上 償 還 金 Ｈ 0 13,300 △ 13,300 皆減 

財政調整基金取崩し額 Ｉ  450,000 250,000 200,000 80.0 

△ 401,360 △ 393,280 △ 8,080 2.1 

区　分

形 式 収 支 Ｃ ＝ （ Ａ － Ｂ ）

実 質 収 支 Ｅ ＝ （ Ｃ － Ｄ ）

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

歳入において、定額減税の影響や給与所得の増加により個人市民税が増収となり、市税が増

加したほか、財源対策として財政調整基金を４億５,０００万円取り崩したことに伴い繰入金が増

加したものの、ごみ処理施設大規模改修工事の完了に伴い市債が大幅に減少したことなどか

ら、歳入総額は１２億９,９７５万円の減（対前年度比△４.７％）となった。

一方、歳出においては、児童手当の制度拡充の通年実施などに伴う社会保障関係費の増加

や、人事院勧告に準じた給与改定等に伴う人件費の増加があったものの、投資的経費が大幅

に減少したことなどから、歳出総額は１１億６,５８８万円の減（対前年度比△４．３％）となった。
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　　３　市債

　　市債残高の状況 （単位：千円、％）

７年度 ６年度 差引 増減率

市 債 発 行 額 Ａ 3,416,100 5,024,693 △ 1,608,593 △ 32.0 

う ち 借 換 債 Ｂ 1,084,800 1,253,800 △ 169,000 △ 13.5 

2,331,300 3,770,893 △ 1,439,593 △ 38.2 

元 金 償 還 額 Ｄ 3,517,368 3,656,415 △ 139,047 △ 3.8 

う ち 借 換 債 Ｂ 1,084,800 1,253,800 △ 169,000 △ 13.5 

2,432,568 2,402,615 29,953 1.2 

年 度 末 残 高 28,201,947 28,303,215 △ 101,268 △ 0.4 

う ち 臨 財 債 7,665,015 8,499,877 △ 834,862 △ 9.8 

う ち 通 常 債 20,536,932 19,803,338 733,594 3.7 

 ごみ処理施設大規模改修工事の完了により、市債発行額が減少し、市債発行額が元金償還

額を下回ったため、市債全体の残高は、前年度比△０．４％、１億１２７万円減の２８２億１９５

万円となった。臨時財政対策債を除く通常債の残高は、前年度比＋３．７％、７億３，３６０万

円増の２０５億３，６９３万円となった。

差 引 Ｅ ＝ （ Ｄ － Ｂ ）

区　分

差 引 Ｃ ＝ （ Ａ － Ｂ ）

20,485 20,255 19,796 19,929 19,465 18,895 17,845 17,662 
19,803 20,537 

9,789 10,178 10,387 10,467 10,546 10,519 
9,991 9,273 

8,500 7,665 

30,274 30,433 30,183 30,396 30,011 29,414 

27,836 
26,935 

28,303 28,202 
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通常債 臨財債
(百万円)
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　４　基金

　基金残高の状況 （単位：千円、％）

７年度 ６年度 差引 増減率

2,818,235 3,163,948 △ 345,713 △ 10.9

1,356,218 1,527,464 △ 171,246 △ 11.2

4,174,453 4,691,412 △ 516,959 △ 11.0

　財政調整基金において、前年度決算剰余金として４，４００万円、普通交付税の再算定に係る

臨時財政対策債償還基金費４，８２０万円等を積み立てたものの、財源対策として４億５，０００

万円の取崩しを行ったことにより、財政調整基金残高は３億４，５７１万円の減となった。

　その他特定目的基金残高は、赤穂ふるさとづくり基金の取崩しなどにより、１億７，１２５万円

の減となった。

財 政 調 整 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

区　分
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Ⅱ　財政健全化判断比率

　　１　実質公債費比率

　　２　将来負担比率

　　比率の状況 （単位：％）

R2 R3 R4 R5 R6 R7

10.4 9.7 9.9 9.5 8.9 8.2

110.9 92.8 80.1 60.0 66.7 77.0

　将来負担額については、地方債残高や、下水道事業会計等の公営企業債等繰入見込額が

減少したことなどにより、全体で９億２，９９３万円減少した。

　充当可能財源等については、交付税措置を伴う地方債残高の減少などによる基準財政需要

額算入見込額の減少や、財政調整基金などの充当可能基金の減少などにより、全体で２３億

２，７７７万円減少した。

　標準財政規模については、標準税収入額及び普通交付税額の増加により、３億２０万円増加

した。

　将来負担比率としては、前年度の ６６．７％から７７．０％と１０．３ポイント悪化した。

実質公債費比率

　比率が決算年度を含む３ヵ年の平均で算出されることから、単年度比率で４年度の１０．４％
が７年度の８．５％と入れ替わりとなったことにより、前年度の８．９％から８．２％と０．７ポイント
改善した。
　また、６年度との単年度比較においては、元利償還金や、公営企業債の償還財源となる繰出
金が増加したことなどにより、８．０％から８．５％と０．５ポイント悪化した。

将 来 負 担 比 率
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